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(2) 実践活動・研究の成果 

【研究の背景】 
本研究の目的は，西日本豪雨災害被災地域の高校生を対象として，認知行動療法に基

づく心理的支援を実施し，レジリエンスの向上による抑うつ症状の予防効果について実

証することであった。 
 未成年の抑うつの問題に対する支援には，薬物療法よりも心理療法が優先され，その

中でも認知行動療法の有効性が複数の研究によって支持されている（Balaban, 2009; 
Copeland et al., 2007）。実際に，我々の研究グループでも，東日本大震災被災地域の

児童生徒を対象として，集団認知行動療法を実施し，抑うつの低減を実証してきた（伊

藤ら，2015；Ito et al., 2017;小関ら，2014；土屋ら，2018）。しかしながら，このた

び，西日本豪雨災害が発生したことを受け，大規模災害に対する集団心理的支援方略の

確立の必要性が，改めて高まっている。 



 西日本豪雨災害や東日本大震災に代表されるような，大規模災害における心理的支援

の提供の難しさの１つとして，同一地域において，大多数の要支援者が存在することが

挙げられる。また，阪神・淡路大震災（兵庫県教育委員会，2011）や東日本大震災（小

関ら，2017）における心理的支援を求める要支援者の数の推移を示したデータをみても，

一時的な支援では不十分であり，数年から十数年かけた心理的支援の提供が求められる

ことがうかがえるように，心理的支援を提供するための環境の整備，すなわちコミュニ

ティアプローチが必要であることも挙げられる。 
 そのような背景に基づくと，学校という，地域に根差しており，かつ既存の集団が形

成されており，心理的支援に対するある程度の準備性を備え，日常生活にも心理的支援

の効果を反映させやすい集団を生かした支援の提供が有効であると考えられる。そこで

本研究では，西日本豪雨災害被災地域の高校生を対象として，認知行動療法に基づく心

理的支援を実施し，レジリエンスの向上による抑うつ症状の予防効果について検討を行

うこととした。 
 
【方法】 
対象：西日本豪雨災害の被災地域である，中国地方にある高等学校の生徒 224 名。介入

実施に先立ち，研究の趣旨等を口頭および書面にて説明し，学校長から研究協力の同意

が得られた学校を対象とした。対象となった生徒に対しては，生徒および保護者に対し

て，研究協力の要請と研究の概要，生じうる利益と不利益等について書面にて説明し，

質問紙の回収とともに生徒の自署にて同意を得た。 
実施時期：2018 年 12 月第２週に１回目の質問紙を実施した。介入は 2019 年２月第１

週に実施し，介入後の２月第３週に２回目の質問紙を実施した。 
測定尺度：①抑うつ状態を評価するために，Radloff（1977）によって作成された Center 
for Epidemiologic Studies-Depression Scale (CES-D)の日本語版（島ら，1985）を使用

した。CES-D は 20 項目から構成され，高い信頼性と妥当性が確認されている。過去１

週間に抑うつが生じた頻度について４件法で測定する質問紙である。16 点がカットオフ

ポイントとされ，それ以上の得点の場合はうつ病のリスクが高いとされている。 
②レジリエンスを評価するために，Nishi et al. (2013)によって作成された Tachikawa 
Resilience Scale (TRS) を用いた。TRS はストレスへの対処等について尋ねる 10 項目

から構成され，高い信頼性と妥当性が確認されている。各項目についてどの程度当ては

まるかを７件法で測定する質問紙であり，得点が高いほど，ストレスへの対処能力が高

いとされている。 
介入手続き：介入手続きは，東日本大震災被災地域の高校生を対象に実施して，一定の

効果が確認されていた小関ら（2014）および伊藤ら（2015）を参考に構成した。１回

50 分で実施し，対象となった生徒に一斉に実施した。認知行動療法を専門とする臨床心

理士１名が主たる授業者となり，同じく認知行動療法を専門とする臨床心理士３名と大

学院生１名が，授業補助者として机間巡視しつつ，ワークへの取り組みを補助した。介

入は，ストレスに対する心理教育，ストレスに曝された場面を想定した問題解決訓練，

トラウマに関する心理教育，介入内容を日常生活で活用することのメリットについての

教示，によって構成された。 
 



【結果】 
分析方針：対象となった生徒 224 名のうち，授業に参加しなかった生徒，研究参加の同

意が得られなかった生徒，質問紙に対する回答に不備のみられた生徒を除いた 163 名（男

子 100 名，女子 63 名）を分析対象とした。そのうち，介入の意図を明確化するために，

介入前時点の CES-D のカットオフスコアである 16 点以上の生徒 79 名を抑うつ高群と

して，抑うつ得点の減少を期待する群として位置付けた。一方，CES-D が 16 点未満で

あった生徒 84 名を抑うつ低群として，抑うつ得点には有意な変化が認められなくても，

操作変数であるレジリエンスの得点が有意に高まることを期待する群として位置付け

た。なお，対象となった 163 名全員の，介入前の CES-D 得点の平均値は 17.32（SD=9.95）
であり，高い抑うつ状態にある集団であることが確認されていた。 
分析結果：群（抑うつ高群・低群）×時期（介入前・介入後）の二要因分散分析を実施

した（Table1）。 
抑うつを従属変数とした場合に，交互作用が有意であり（F(1, 161)=13.32, p <.001），

抑うつ高群において，介入前に比べて介入後の CES-D 得点が有意に減少していること

が示された（p <.01）。一方，抑うつ低群においては，介入前と介入後の CES-D 得点に

は有意な差異は認められなかった。なお，時期の主効果（F(1, 161)=10.88, p <.01）お

よび群の主効果（F(1, 161)=200.31, p <.001）は有意であった。 
レジリエンスを従属変数とした場合には，時期の主効果が有意であり（ F(1, 

161)=11.97, p <.01），介入前に比べて介入後の TRS 得点が有意に高かった。また，

群の主効果は有意であったが（F(1, 161)=22.40, p <.001），交互作用は有意ではなか

った（F(1, 161)=.53, n.s.）。 
 

 
 
【考察と今後の復興に対する提言】 

本研究の目的は，西日本豪雨災害被災地域の高校生を対象として，認知行動療法に基

づく心理的支援を実施し，レジリエンスの向上による抑うつ症状の予防効果について実

証することであった。本研究の結果から，特に介入前の時点で抑うつ得点の高い対象に

対して，認知行動療法に基づく介入の効果があったことが示された。また，介入前の抑

うつ得点の高低に関わらず，介入によってレジリエンス得点が高まったことが示された。 
本研究で実施した介入手続きは，東日本大震災の被災生徒を対象とした小関ら（2014）

および伊藤ら（2015）を参考に構成された認知行動療法に基づくプログラムであった。

その結果として，伊藤ら（2015）と同様に，介入の前後においてレジリエンス得点が向

上していることが確認されており，本研究および先行研究で実施した介入プログラムが，

pre intervention post intervention pre intervention post intervention High or Low period High or Low * period

CES-D (depression scale)

M 25.25 21.00 9.86 10.07 200.31*** 10.88 ** 13.32 ***

SD 8.47 9.91 3.11 5.13 High: pre > post ***

TRS (resilience scale)

M 34.89 37.70 40.39 44.70 22.40 *** 11.97 ** .53 n.s.

SD 11.39 9.93 11.82 9.44

F

Table1 Results of average, SD, and ANOVA

**: p < .01, ***: p < .001

High depression (N=79) Low depression (N=84)



レジリエンスの向上を促し，抑うつの低減に寄与する可能性が示唆された。 
しかしながら，本研究においては統制群が設定されておらず，本研究によって確認さ

れた効果が，介入以外の他の要因によるものである可能性が否定できない。その一方で，

介入に参加した生徒の平均値の変化として，予防的な意味合いを持つ本研究のような介

入研究における成果を実証する指標にも位置付けられ，介入における操作変数にあたる

レジリエンスの向上が確認できていたことは，今後の予防的介入研究に対しても示唆を

与えるという点で意義がある。  
 また，災害支援という視点で見たときには，本研究では一度の介入の提供しかできな

かったこと，長期的な心理的変数のフォローアップができなかったこと，多くの対象に

心理的支援が提供できなかったことなどの課題が多く残されている。しかしながら，具

体的な支援方略が十分に確立されていない，大規模災害後の心理的なケアや予防的支援

の整備段階である現在，複数の地域において共通した要素を持つプログラムを実施し，

その有効性が実証できたことは非常に有用な視点であるといえる。本研究で得られた知

見を広く学校における心理的支援の方略として適用し，有効性を蓄積していくことによ

って，大規模災害に代表される緊急時，あるいはその後の集団に対する心理的支援方略

の確立が可能になると期待される。 
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